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１．地域未来牽引企業の中間評価
⚫ 地域未来牽引企業は、地域経済への波及効果が大きく、高い成長が見込まれる地域経済の牽引役。 2017

年度・2018年度・2020年度に合わせて 約4,700者を選定。2020年度には選定企業に対して成長目標の設
定を依頼。

⚫ 2022年度の中間評価では、選定企業の地域経済への波及効果の現状を分析し、各者に通知。

⚫ 今後、中間評価の結果や2024年度までの取組等を踏まえ、地域未来牽引企業の更新を複層的に判断。
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２．中間評価結果のフィードバック

⚫ 全ての地域未来牽引企業（4,731者）に対し、中間評価結果を送付（2023年３月３日）。
⚫ 地域経済への波及効果（基礎評価項目）に関して、同業種・同規模企業の平均と比較できるデータを示す

ことで自社の位置づけの客観的な把握を可能とするとともに、各企業の状況に応じて適切な施策を提案。
⚫ 必要に応じて、地域未来コンシェルジュによるフィードバックを実施。評価結果を説明しつつ、課題について相

談に乗りながら、企業の関心事項に沿って今後の取組を提案。
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企業に対する施策提案の例（DXの取組が出来ていない企業向け）

地域経済への波及効果（基礎評価項目）

地域未来牽引企業への中間評価結果のフィードバックの概要

企業に対する施策提案の例（DX認定を取得している企業向け）
コメント（支援施策情報等） 参考

サイト

着実にDXに取り組んでいます。
DX認定は２年に１回更新がありますので、次の更新に向けて引き続きDXの取組を進めて
ください。
また、他社と比較して自社のDXレベルが分かる「DX推進指標自己診断」もありますので、ぜ
ひお試しください。
詳しくは、DX推進指標に関するIPAのホームページ（右参考サイト）を御参照ください。

コメント（支援施策情報等） 参考
サイト

新型コロナウイルス感染症の影響により、各国では非接触・リモート社会の構築に向けて、デ
ジタル投資が加速しています。
地域未来牽引企業の皆様に、今後も地域経済を支える主体であり続けていただくためには、
デジタル技術を活用した業務・ビジネスモデルの変革（デジタルトランスフォーメーション
（DX））を実行していくことが重要です。
まずは、業務効率向上による売上拡大、利益率向上を目指してDX推進指標の自己診断
等を御活用ください。その上で、次のアクションを御検討いただけますと幸いです。詳しくは、
DX推進指標に関するIPAのホームページ（右参考サイト）を御参照ください。



地域未来牽引企業向けＳＮＳの開設

• これまでメールマガジンで施策情報を発信（合計約100
号、２週ごとに地域未来牽引企業に配信）。

• 企業ニーズ（地域、関心分野）に即した、きめ細やかな
情報発信や双方向でのコミュニケーションの充実のため、
地域未来牽引企業が利用できるSNSプラットフォームを
2023年度に開設予定。

• 企業同士が個別にチャットする機能や、ニーズ・シーズを
発信できる機能を設けることにより、企業間のビジネスマッ
チング等を促進。

（参考）地域未来牽引企業向けの主な支援措置

⚫ 目標達成に向けて取り組む企業に対し、補助事業における優遇措置等を実施。

⚫ 全国の経済産業局に「地域未来コンシェルジュ」を配置し、2022年度には約370者を重点的にサポート。

⚫ 地域未来牽引企業向けの施策情報の発信（メールマガジン）に加え、地域未来牽引企業同士の情報交換や
マッチング等を促進すべく、2023年度に、地域未来牽引企業向けのＳＮＳプラットフォームを開設予定。
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補助事業における優遇措置

• 各種補助事業において、地域未来牽引企業を対象とし
た優遇措置（審査時の加点措置等）を実施。

• 2022年度からは、農林水産省の補助事業においても優
遇措置を講じている。今後も対象事業を追加予定。

（参考）優遇措置を講じている事業の例

• ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
• サービス等生産性向上IT導入支援事業
• 事業承継・引継ぎ補助金
• 成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech）
• 地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業
• 医工連携イノベーション推進事業
• 地域食品産業連携プロジェクト（LFP）推進事業

【農林水産省】
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３．地域未来牽引企業の分析（企業の構成）
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従業員数別の企業構成 （2021年）

売上高別の企業構成 (2021年)

平均 186人

平均 72億円

製造業63.0%
卸売 小売業

12.0%

建設業 8.0%

サービス業 7.2%

運輸業、郵便業 3.4%

情報通信業 2.7%
その他 3.7%

業種別の企業構成（2022年）

(出典）経済産業省作成 （出典）㈱東京商工リサーチ提供の企業情報を基に経済産業省作成



⚫ 地域未来牽引企業の平均の売上高や従業員数の推移を全企業※の平均と比較。地域未来牽引企業の
2017年からの伸び率は、一貫して全企業を上回っている。

※（株）東京商工リサーチ提供の企業情報で2017-21までのデータが提供されているすべての企業

３．地域未来牽引企業の分析
（個者の成長：売上高・従業員数の推移）

（出典）㈱東京商工リサーチ提供の企業情報を基に経済産業省作成
（注１）各年のデータは、各企業の決算期ベース。
（注２）2017年～2021年の全ての年のデータが提供されている企業について、地域未来牽引企業、全企業、従業員301人以上の全企業の売上高や従業員数の平均値を

2017年を基準年として指数化。 5

100

103.9

107.0
108.7

109.8

100
101.6

102.9
104.9 104.4

100
101.1

102.2 102.5 102.6

95

100

105

110

115

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

地域未来牽引企業と全企業等の従業員数推移
（2017年=100）

地域未来牽引企業の平均（4,081者）
全企業の平均（939,673者）
従業員301人以上の全企業の平均（11,605者）

100

106.0

108.6

105.7 105.0

100

104.0
106.1

103.3
101.4

100 103.6 105.5
102.7

100.3

95

100

105

110

115

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

地域未来牽引企業と全企業等の売上高推移
（2017年=100）

地域未来牽引企業の平均（4,024者）
全企業の平均（937,736者）
従業員301人以上の全企業の平均（11,141者）



⚫ 地域未来牽引企業の売上高と従業員数の推移を従業員規模で比較。規模が小さい企業ほど2017年からの
伸び率が高い傾向。

（参考）従業員規模別の比較
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（出典）㈱東京商工リサーチ提供の企業情報を基に経済産業省作成
（注１）各年のデータは、各企業の決算期ベース。
（注２）2017年～2021年の全ての年のデータが提供されている地域未来牽引企業について、従業員数別に売上高や従業員数の平均値を2017年を基準年として指数化。
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⚫ 地域未来牽引企業の平均の域内仕入額及び域内仕入先数の推移を全企業※の平均と比較。地域未来牽
引企業の2015年からの伸び率は、全企業を上回っている。

※（株）帝国データバンク提供の企業情報で2015年、2018年、2021年のデータが全て提供されているすべての企業

３．地域未来牽引企業の分析
（地域経済波及効果：域内仕入額と域内仕入先数）
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（出典）㈱帝国データバンク提供の企業情報を基に経済産業省作成
（注１）各年のデータは、各企業の決算期ベース
（注２）2015年・2018年・2021年のデータが提供されている企業について、地域未来牽引企業及び全企業の域内仕入額及び域内仕入先数の平均値を

2015年を基準年として指数化
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当初に想定した以上の進捗状況

9.7%

おおむね想定通りの進捗状況

37.4%

想定の８０％程度の進捗状況
18.3%

想定の半分程度の進捗状況
15.0%

想定の半分を下回る進捗状況
11.1%

不明
6.9%

無回答
1.6%

目標設定の促進

• 2023年３月現在、3,829者（全選定企業の
80.9％）が目標設定。

（参考）目標の設定例

３．地域未来牽引企業の分析（目標設定とその進捗状況）

⚫ 2020年度に全ての地域未来牽引企業に成長目標の設定を依頼。
⚫ 目標設定企業の約半数が、「当初に想定した以上」又は「おおむね想定通り」の進捗状況。
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【金属製品製造業】

• 働き方改革を推進しながら従業員一人当たりの売上高
を2023年度までに10%増加。地域の事業者と連携し
て輸入依存度の高い医療器具の国産化及び新型医療
器具の海外展開も視野に入れ、現在15%の海外売上
高比率を30%に引き上げる。（グローバル型）

【建築用金属製品製造業】

• 大学等の研究機関と連携しながら、今後５年以内に新
製品を開発し、2023年度までに売上高を10％増加さ
せ、地域内の協力業者にもその効果を波及させる。（サ
プライチェーン型）

（出典）「地域未来牽引企業の中間評価に係る調査」を基に経済産業省作成
(n=3,524)

設定した目標に対する進捗状況
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⚫ 成長に向けて、設備投資、新商品開発等、デジタル化投資、研究開発などに取り組んだ地域未来牽引企業が
多い。

⚫ 今後の取組としてデジタル化投資、新商品開発等、輸出、M&Aなどに関心を持つ企業が多い。

３．地域未来牽引企業の分析（成長に向けた取組の実施状況）
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（出典）「地域未来牽引企業の中間評価に係る調査」を基に経済産業省作成
(n=3,524、複数回答可)



⚫ プレゼントやギフトの企画・開発から製造、配送、販売までを一貫して手がける総合卸売企業。

⚫ 「人」重視の企業文化を前面に掲げ、女性経営者である小野氏が先導して短時間勤務やリモートワーク等の
働き方改革に取り組み、女性が継続して働ける環境を整備。クリエイティブな仕事による「働きがい」と「時
給単価」の向上を目指す。

⚫ 近年は、山口県内の特産品を活かした商品の企画・販売により、コロナ禍の中でも売上を59億円（2019
年度）から71億円（2022年度）まで拡大。更に、地域未来投資促進法の支援制度を活用して物流セン
ターを新設し、従業員数は226人（2019年１月時点）から380人（2023年１月時点）に増加。

10（出典）株式会社アデリーへのヒアリング及びHPを基に経済産業省作成

売上高と従業員数の変化（基準値＝100）

100 100
120

168

0

40

80

120

160

売上 従業員数

2022年度2019年度 2023年1月2019年1月
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⚫ パートスタッフについても、有給休暇の取得を推進し2022年度の
パートスタッフの有給取得消化率は100％を達成。

⚫ 男女の扱いをフェアに行うことで、女性でもチャレンジし、実力を発揮
しやすい環境づくりを行う。

（参考）働き方改革を通じて女性が活躍しやすい良質な雇用を地域に創出
株式会社アデリー（山口県） （2018年度 地域未来牽引企業に選定）


